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1 . 1 ヴエントリー調査の分析
1 ・ 2 調査結果はなにを物語っているのか
2. 倫理コード、は経営者の倫理方針声明書に終わってしまうのか
2 ・ 1 倫理コードへの期待
2 ・ 2 倫理コードは有効性の検証一一マシューズの調査研究を利用して

















ある(表 1-1 および表 1-2 参照)。
女本稿は前稿「現代企業のモラル行動と政府規制J (11産業と経済』第 8 巻第 2 号〉を前提として執筆され
たものであり GE確に云えば 1 つの論文を便宜上 2 分割して発表したものであり，その意味で，前
稿を読まれたうえで本稿を読まれることを希望する。本稿の引用は前稿の文献を前提にしたそれである。
(1) この結果はつぎの形で公表されている。以下の説明はこの資料に拠る。 Center for Business at 
Bentley College,“Are Corporations Institutiona1izing Ethics" Journal of Business Ethics, 









(出典) Juurnal 01 Business Ethics, 1986. No 2. 
表 1-2 倫理の内部制度化の目的(会社数とその割合〉




















25 |山( 36 57.0 うため
ホ川カラ叫罪の( 6 6 11 89. 7 防止
パブリ γ ク・イメージの i 6 7 17 86.6 向上
社会的に責任ある企業に[ 76 39 
1
17.5 ¥ 
45 ¥ 20.2 ¥ 28.3 なるため























倫理トレーニ γ グ 100 
社 会 監 査 100 
構 造 変 卒 100 




























|利用している会社|利用していない会社|回 答 総 数




インタビュー 24.2 100 
オリエンテーション・セッション| 100 











コミュニティへの関与 32. 7 100 
平等な雇用機会 87 88.8 I 100 
規制への服従 100 
職場の安全性 34 
環 境 保 護 54 44 100 
製品の品質 57.1 I 100 
製品の安全性 56.1 100 
国際経営のあり方 50 48 100 





( 2) R.Buchholz, Fundamental Conceρts and Problems in Business Ethzcs, p.132. 
一 74 -
現代企業のモラル行動と自主規制
(表 1-6 参照)。もっとも， これは，社会監査の当初の目的を考えると(表 1-7 参照)，ある
程度予想で、きた事柄なのかもしれない。 したがって， 「社会監査は，健康・安全や汚染などの
表 1-6 誰に監査情報を公開するのか
|対象とする|対象としない l 回 空ト交4 総 数 l
全 従 業 員 100 
株 主 100 
重 役 66 
トップマネジメント 100 
マネジャー 50 I 100 
時間払労働者 100 
大 衆 100 
そ の 他 18.4 100 
(出典) Ibid. 
表 1-7 社会監査をおこなう理由
|最も重要祖して |2番目に重要揖 3 番目に重要視 上位 3 番目以内
会に社あげていないいる会社 |している会社 している会社
P R 12 I 12.2 1 
会社の方針の作成 24 I 24.5 ¥ 22 I 22.4 I 16 I 16.3 1 
意思決定の情報収集 25 I 25.5 1 20 I 20.4 I 14 I 14.3 I 
責任 14 1 14.3 1 15 I 15.3 I 
企業活動の社会へのインパク









































































































必要であろう。それは〔回収率の低さ (28%) に起因する J r事実」の信頼性への疑問である。
具体的に指摘すると，未回答の会社は倫理の内部制度化に着手していないがゆえに回答しなか
ったと判断するならば，倫理の内部制度化を実施している会社は 80% (223+ 279) ではなく，













































































( 6) R. Hite et a l., A Content Analysis of Ethical Policy Statement Regarding Market Ac-
tivities, Journal 01 Business Ethics, 1988, No. 10, pp. 771・776.
( 7) R.Sims,“The Institutionalization of Organizational Ethicsヘ p.494. また， E. Molander 
が， ピシネスシステムの内外からの倫理コードをもとめる議論を整理している。これについては， E. 
Molander,“A Paradigm for Design, Promulation and Enforcement of Ethical Codes, 


































( 8 ) N .Bowie, Business Ethics, pp. 91-93. 







で本稿でもそのような既存の成果を活用して，具体的には M. Mathews の研究に注目し
その成果を利用することによって，アメリカ企業の倫理コードの具体的内容を確認してみたい。






Cressey & Moore によって， 119社の倫理コードの内容が， (1)倫理コードにどのような倫
理方針が示されているのか policy area, (2)よりどころはどこにあるのか autholity， (3) し、か
にして従っているのか compliance procedures，という 3 つの領域に分類され整理された。
そして，その分析枠組を基本的に継承し更に詳細にアメリカ企業の倫理コードを調査し詳価し
たのが M. Mathews である (1987年)。
Mathews は企業の社会的責任に対する関心が高まった1973年から 1980年にかけて主として
Fortune 500社に選ばれたアメリカの製造企業485社に倫理コードの送付を (3 度にわたって〉














(6) 言及されている連邦機関(連邦取引委員会，証券取引委員会，など) , 
(10) D. Gess~y & C. Moore,“Managerial Values and Corporate Code of Ethicsヘ参照。













関係 35(17.3) 13(6.4) 
40(19.8) 4(1. 9) 
14(6.9) 8(3.9) 
13 6.4) 3(1. 5) 
27(13.4) 10(5.0) 
の支払いや政治寄 23(11.4) 44(21. 8) 
行為
18(8.9) 23(11. 4) 
と 44(21. 8) 27(13.4) 
26(12.9) 31(15.3) 
9(4.5) 2(1) 
行為 19(94) 2(1) 
19(94) 36(17.8) 







法律 2(1. 0) 。
する法律 3(1. 5) 3(1. 5) 
16(6.4) 9(4.5) 
12(5.8) 2(1. 0) 





















































































































































































該トピックをコードのなかで取り挙げていない)， (2)言及されている(当該主題が 1 つあるいは
2 つの短いセンテンスで取り挙げられている)， (3)詳細に取り挙げられている (2 つ以上の短い
センテンスあるいは 1 つの長いノミラグラフないし 2 つの短いパラグラフのなかで論じられてい





















(Cressey & Moore の研究の継承性を意識し自己の研究を倫理コードの有効性の本格的な






関，消費財安全委員会，全国高速運輸安全委員会が発行している年報である。 8 カ年に 485 社
(12) コードの国別特殊性の研究もおこなわれるようになった。たとえば， Lefe bure & Sigh,“The 
C叩tent and Focus of Canadian Corporate Codes of Ethicsヘ参照。
(13) これは， 1970年代の中頃に外国へのわいろが多発し，外国汚職法が通過したことへの対応である。


































(15) Ibid. , p.126. 
(16) たとえば， Frederick et al., Busines and Society , pp. 69・70 参照。
(17) 1 コードは，自主規制の潜在的形態である。……行動パターンを変えるには，企業文化を変えるこ



























rcell の「天使の仲介者J (a angels' advocate) 提案もそうである。これは取締役会のメン
ノミーとして倫理の専門家を選出することを制度化 Lょうとするものである。ピジネス倫理に関
する事柄についてのアドパイサーとして，会社のすべての主要な意思決定が倫理的な観点から
もおこなわれているかを確認すること一一一これが倫理担当部門 (the ethical office) の義務
である。この取締役は Purcell の構想では，倫理学専門の哲学者でなくともよいが， ピジ
(18) E. Molander, 0ρ. cit. , pp. 629・631参照。
(19) N. Bowie，。ρ. cit. , p. 102. コードの内容を分析した White & Montgomery の研究結果もこ
のことを示している。 (White & Montgomery,“Corporate Codes of Conduct" , p. 86.) 
(20) これについてに， Bowie, op. cit. , pp. 102・103参照。
(21) Bowie & Duska, Business Ethics, p. 101 
(22) Ibid. , p.99. 



















とをめざして「選抜的ボイコット」を指導した) Sullivanr が GM. に(アパルトへイトが多発してい
た〕アフリカから完全に撤去することをもとめたのが1971年である。だが彼は， 1975年に南アフリカの
黒人に依頼されたことを契機として，その方向を転じ，アメリカの会社がアパルトへイトを変革するよ




この倫理コード (a code of corporote conducts) は企業内部のアバルトへイトをなくすことを目










(24) N. Bowie，。ρ. cit. , pp.79・100.
(25) A. コナード著河本一郎・木村秀一訳「公益代表取締役に関する考察J ， <神戸法学雑誌〉第28巻第
1 号 (1978年)， 81-82ページ。
(26) D. Parnell,“In Spite of the System: The Sullivan Principlesヘ in W.Hoffman et al. 
(eds) , Corporate Governance and Institutionalizing Ethics, D.C. Health and Company, 
1984, p. 122. 






























(28) R.De George , Business Ethics, pp. 419・423.




まうこと， (5)倫理問題に精通したアドパイザーは絶対的に不足していること。 (N.Bowie ， 0ρ. cit. , 
pp. 100-101.) 




























(31) R. Buchholz, Business Environ世net... ， p. 466. 
(32) Ibid. 
(33) 社会監査という考え方があらわれたのは， 1950年代であった。たとえば，それは， H. Bowen, 50-
cial Resρonsibilty of the Businessman (Harper & Row, 1953) のなかで展開され， 1958年には，
F. Blum によってその企業の人間問題への適用が検討された [F.Blum，“Social Audit of the Enｭ
terpriseヘ HB R 36 (March-April) , 1958.J。そして1970年代の後半には，いくつかの社会監査テ
クニックが発達しはじめたのだ。 1970年代の代表的な文献としては， R. Bauer& D. Fenn, The 
Coゆorate 50cial Audit, Prager, 1972 (邦訳あり〉や C.C. Abt, The 50cial Audit for Man. 
agement, AMACOM, 1977，などが有名である。 (D. E. McFar1 and, Management and 50ciey. 
An Institutional Framework. Prentice-Hall , 1982. PP.365-366.) 。具体的な方法の内容について
は， D. E.McFar1and, Management and 50ciety , pp. 365・367 や R. Buchholz, Ojう . cit. , pp. 
499・515を参照のこと。





























R. Reiddnbach & D. Rohin は倫理監査実現のためのフレームワークとしてつぎのような提案をし
(38) 
ている。それは，意思決定者がある決定をおこなう場合に，その特殊的行動がどのような結果を及ぼす
(35) R. DeGeorge, op. cit. , p.206. 
(36) Ibid. , pp. 205司207.
(37) たとえば， CEDは社会監査の対象となる会社の社会関連、活動を10の主要分野に整理し58項目を具
体的に挙げている(①経済の成長と効率化，②教育，③雇用・訓練，④市民権および機会の平等，⑤
都市開発， ⑥公害対策， ⑦自然保護とレクレーション， ③文化・芸術，⑨医療保険，⑩政府機関〉
(徳谷昌勇著『企業社会会計論』白桃書房，昭和54年， 267-270ページ参照〉が，そのままではモラ
ル監査の対象とならないものも多くある。
(38) Reidenbach & Robin, Ethics and ρrofits， p. 202. 
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1 )取締役会から 1 名(彼が委員長となる)，
(39) S. Ostapski & D. Pressley,“Moral Audit for Diabco Corporationヘ Journal o[ Busin・
ess Ethics, 1992 (11), pp. 71-80. 
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2) 取締役会の直接の指名によって外部から高次の倫理規準を有する 3 名のエキスパートが選
出される。 1 人はタスク志向の技術者であり，他の人は監査経験者である。 3 人目は従業員
と委員会の連絡係であり，人事管理に精通した人物がフルタイムで雇われた。
3) 会社の上級管理職から 2 名選出される。これは，彼らが倫理的に意思決定をおこなうよう
になることを目指した措置であった。


























(40) S. Ostapski & C. Issacs,“Corporate Moral Responsibi1ity and the Moral Audit": Ch・
allenges for Relief Inc.ヘ Journal 01 Business Ethics, 1992 (11), pp. 231・239.
































ラル・エージェント (moral agent) であるならば，企業は自主規制できるはずであり，本来
はその自主規制が核である。それ故に，政府規制に頼ることは企業が自らモラル・ェージェン





































(43) I. Maitland,“The Limits of Business Self-Regulationヘ in Hoffman & Moore , Business 
Ethics pp. 508-511. 
(44) R. Buchholz, Business Ethics, p. 137. 
(45) I. Maitland，。ρ. cit. , p. 511. 


































(47) 鈴木光男編著『競争社会のゲーム理論』勤草書房， 1979年，第 5 章参照。
(48) 佐伯貯『きめ方の論理』東大出版会， 1980年， 191ページ。










次のような「新しし、」数字を示し反論している。 それは， アメリカビジネス研究所所長 M.




















(50) S.Kelman,“Regulation That Worksヘ in Hoffman & Moore，。ρ. cit. , pp. 525-528. 
(51) Hoffman & Moore，。ρ. cit. , p. 431 
(52) たとえば，すでに紹介したように，一定のモラル判断が現実に為されるような謙造をつくりあげる
ことを法的に要求すべきだ，との Stone のよりラジカルな提案があるが， これまで、の政府規制への
反発を考えると，現実性が乏しい，と云わざるをえない。 (Bowie & Duska , 0ρ. cit. , p. 101.) 































(54) Bowie，。ρ. cit. , p. 95. 
(55) DeGeorge, 0.ρ. cit. , p. 339. 
(56) Maitland，。ρ. cit. , p. 513. 
(57) たとえば，丸尾直美・熊谷彰短編著『質の経済学』同文館， 1980年， 73-75ページに，ジレンマか
ら逃れる方法が例示されている。
く58) DeGeorge, 0.ρ. cit. , p. 158. 
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業も損をすることを体得できるメカニズムの構築を展望しでもよいのではないだろうか。た
とえば，これは， ヨリ具体的には，市民を主体とした企業評価システムの確立の展望を意味し
ている。もっともいずれにしても，その具体的な展望(ないしモデ、ルイ七〉は本稿の範囲そして
筆者の能力を越える問題であるが・…..。
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